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人口減少とマイカー利用の拡大により商店や診療所などの生活に必要なサービスが地域から失われ，い

わゆる｢買い物難民｣や｢通院難民｣と呼ばれる人々が増加している．徒歩圏内に日常生活に必要なひとまと

まりのサービスを提供する｢小さな拠点｣と上位階層の拠点，および，それらを有機的に結ぶ公共交通サー

ビスの計画的な整備はそのひとつの解決策であるが，それにより保障される活動機会の大きさを適切に計

測・評価するための手法は必ずしも確立されていない．そこで本研究では，「食料品の買物」を例にとり，

活動拠点への到達機会の大きさを定量化する既往のアクセシビリティモデルにサービスの多様性概念を組

み込むことにより、各拠点に持たせるサービス機能とそこへのアクセスのしやすさを同時に考慮しうる活

動機会の評価モデルを提案する．  
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1. はじめに 

 

人口減少とマイカー利用の拡大により商店や診療所

などの生活に必要なサービスが地域から失われ，いわゆ

る｢買い物難民｣や｢通院難民｣と呼ばれる人々が増加して

いる．徒歩圏内に日常生活に必要なひとまとまりのサー

ビスを提供する｢小さな拠点｣と上位階層の拠点，および，

それらを有機的に結ぶ公共交通サービスの計画的な整備

はそのひとつの解決策であるが，それにより確保される

活動機会の大きさを適切に計測・評価するための手法は

必ずしも確立されていない． 

 そこで本研究では，「食料品の買物」を例にとり，活

動拠点への到達機会の大きさを定量化する既往のアクセ

シビリティモデルにサービスの多様性概念を組み込むこ

とにより、各拠点に持たせるサービス機能とそこへのア

クセスのしやすさを同時に考慮しうる活動機会の評価モ

デルを提案する． 

 活動機会とは，例えば買い物ができる事，診療を受け

られる事などといった個人が達成しうる行動や状態のこ

とである．本研究においては通院，通学，買物などの活

動が必要となった際にそれが支障なく実施できる程度で

あると考える．活動機会に着目することで，提供される

サービスの改善はより活動機会に恵まれない地域，つま

り生活利便性の低い，不便な地域から優先的に公共交通

計画を進めることができる．このためにも，活動機会の

大きさを評価できる指標が必要であると考える． 

 本稿ではモデルの骨格を提示し，その説明力を数値例

により検討するに留まるが，これにより，「小さな拠点」

と「中規模拠点」で提供するサービスの機能分担，およ

びそれらを結ぶ公共交通サービスと一体化した整備計画

の策定等に寄与しうる方法論開発の端緒を拓きうるもの

と考える． 

 以下，２章では，活動機会を考慮したアクセシビリテ

ィ指標に関する既往研究を整理し，本研究の位置付けを

明らかにする．３章では，サービスの多様性を考慮する

上で参考とする既存の多様性指標を検討する．また加え
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て，モデルが満たすべき条件を整理し，活動機会評価モ

デルを構築する．４章では，３章で構築したモデルを用

いて簡単な数値分析と事例分析を行い，現実のある地域

において活動機会の評価を行い， 構築したモデルの挙

動を確認する．５章では，本研究のまとめと今後の課題

について述べる． 

 

2.  想定する状況と関連既往研究 

 

(1)  想定する状況 

 本研究では，主として過疎地域を対象とする．前述の

ように，人口減少は住民による買い物や受診などの需要

密度の低下をもたらし，マイカー利用の拡大と相まって

商店や医療機関の統廃合が加速することにより，サービ

ス提供施設までの距離が遠くなり，マイカーを持たない

住民が不便な生活を強いられる状況が生じている．国土

形成計画が謳う「小さな拠点」はこのような状況の解消

を図る試みである． 

 「小さな拠点」に求められる機能として，(1) 必要な

時に居住地から容易にアクセスできること，(2) 日々の

暮らしに必要なひととおりの生活基盤サービスを必要な

時に調達できること，が挙げられる．これは同時に，

“小さな拠点をどのように配置すればよいか”，“各階

層の拠点がそれぞれどのようなサービス機能を有してい

ればよいか”といった問いに対する回答を用意しておく

必要性をも意味している．少し離れてはいるが多様なサ

ービスが提供される中規模拠点と，最寄りの場所にあり

行きやすいが限られたサービスのみしか提供されていな

い近くの小さな拠点のどちらが，住民により大きな活動

機会をもたらすのか，あるいは，週に一度しか行けない

ところにある大型スーパーと，販売品目は少ないが毎日

利用できる移動販売車のどちらが，住民にとってより便

利で質の高い生活を実現なのか，という問いに対する解

答が求められているのである． 

 

(2)  既往研究 

地域住民が生活を営む上で，どのようなサービスを必

要としているか，そのサービスはどの程度容易に調達で

きればよいのか，は「人々の生活行動」という文脈で理

解することが望ましい．そこで，以下では「アクセシビ

リティ指標」，「商圏モデル」，「生活行動分析」，

「多様性」，の４つのキーワードを念頭に置いて既往研

究のレビューを行う． 

「アクセシビリティ指標」については，いくつかの研

究レビュー1)に整理されているように，地方部における

アクセス問題を包括的に論じた Moseley2)の先駆的研究を

始めとする多くの研究の蓄積がある．谷本ら 3)は既往の

アクセシビリティ指標が公共交通の有するダイヤ等の時

空間的制約を考慮し得ないことを指摘し，時間配分の多

様性に着目して活動機会を評価するモデルを構築･拡張
4)しているが，これらはいずれも活動拠点へのアクセシ

ビリティ評価に留まり、拠点で獲得可能なサービスの多

様性については考慮していない． 

「商圏モデル」については Huff11)の流れをくむ多くの

研究の蓄積がある。Huff11)では，店舗の「魅力度」を表

す指標として店舗面積を用いており，そこで提供される

商品あるいはサービスの多様性の大きさを表す特性とし

て扱っている。魅力度指標として「駐車場容量」「店舗

の伝統」「内装等の店舗雰囲気」等，店舗面積以外の指

標を採用している研究 12)～16)もあるが，基本的に商圏モ

デルは店舗側から見た店舗立地・選択モデルであり，利

用者がどのような品揃えを求めているか，といった観点

からの研究はほとんどなされていない． 

 「生活行動分析」に関する研究についても，活動拠点

の機能については概括的な取り扱いがなされており 17)～

19)，どのようなサービスを求めて行動しているかといっ

た分析は見当たらない． 

 「多様性」の評価とその定量化手法に関しては，数理

生態学分野における生物多様性5)，土木計画学分野6)やマ

ーケティング分野における研究の蓄積がある．前者では，

生物を最も基本的な単位である種に分類し，ある地区に

生息する種の種類数である種数に基づき当該地区での生

物多様性を評価するとともに，それぞれの種同士の距離

である生物学的類似度を定量的に評価するモデルを構築

している．一方，後者では，人間の生活行動の要因を，

基本的意識，価値観，生活基準，生活の志向に分類し，

そこから生活行動パターンを予測・分類している。さら

に，商品の購入実態等における人間の選好データを必要

とする．また，各グループの類似性と構成要素の属性等

と関連づけた定量手法は見当たらない． 

 

 

3. 活動機会評価モデルの構築 

 

(1)  基本とする考え方 

 公共交通計画は計画により実現する活動機会の大きさ

に基づいて策定する必要がある．このためには，公共交

通サービスに支えられる活動機会の評価モデルであるア

クセシビリティモデルが有用である．これまでの研究で

構築されてきた活動機会の大きさを測定する一連のアク

セシビリティ指標 1)は，拠点へのアクセシビリティであ

り，拠点で獲得できるサービスの多様性については考慮

されていない．拠点へ到達できるか否かのみでなく，そ

こで何ができるかが活動機会の本質である．本研究では，

サービスの種類ごとにそれが提供される拠点までの時空
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間的なアクセシビリティを次節で述べる系統距離に反映

して多様性指標に組み込むことにより，サービスの多様

性を考慮した活動機会を評価しうる評価モデルを提案す

る．対象とするサービスは基礎的活動のひとつである

「食料品の買い物」である． 

 

(2) 系統距離に着目した多様性指標 

多様性の評価とその分析手法については先に述べたよ

うに様々な分野で研究がなされているが，本研究では， 

生態学における多様性指標に着目する．これは生物の種

数だけでなく，それぞれの種同士の距離である生物学的

類似度を定量的に評価する分類学的指標が充実しており，

本研究に即して考えた際，1 つの種を 1 つのサービスと

見立てた時，本研究の目的の 1つであるサービスの類似

性を考慮した多様性評価のための指標になると考えたた

めである． 

 生物学的多様性指標は，系統的多様性指標とそれ以前

の従来型多様性指標に大別される5)．従来型多様性指標

には存在する種の数を数える最も簡単な指標である種数

や，Simpson指数19)，Shannon-Wiener指数20)などがある．こ

の手法は，ある調査区において生息する種数が大きけれ

ば，その地区の多様性が大きくなる指標である． 

系統的多様性指標 21)22)は，従来型の多様性指標では考

慮できない種の間の進化的な関係，系統的な違いを考慮

に入れた指標であり，系統的な違いを考慮する上で，生

物の進化的な系統関係を祖先から枝分かれするように樹

木状に表現したものである系統樹を用いて評価を行って

いる．系統樹は，図-１のように葉(leaves)，枝(branch)，

ノード(nodes)，根(roots)から構成される系統樹の末端で

ある葉に，それぞれの種が配置される．系統樹は複数の

階層から構成されており，階層ごとに最も下限にあるも

のを種，その 1つ上を属，その 1つ上を科，目，…とい

うように命名されている． 

生態学における生物の分類を本研究におけるサービス

の分類，種を本研究におけるサービスだと考えた時，系

統的多様性評価の方法が，複数のサービスが存在する場

合のそれぞれの分類的な関係性も考慮できることから本

研究の多様性の評価に適していると考える．また，系統

的多様性の考えを参考にするにあたって，系統樹の作成

に必要なサービスの分類については商品分類を用いる．

商品分類は具体的には図-2 のような階層構造で表され

る．多様性指標を求める際，それぞれの枝の長さを定量

的に求めることが難しい場合，すべての枝の長さを 1に

して多様性の値を算出するものとしている．そのため，

本研究においても，系統樹の枝の長さを 1として分析を

行う． 

 

(3) モデルが満たすべき条件 

 モデルを構築するにあたり，実際にサービスを得る際，

どのようにサービスを得ることが出来れば，あるいはど

のような種のサービスを得ることが出来ればより活動機

会が大きくなるのか，といった現実の挙動を考慮できる

モデルにする必要がある．そのために満たすべき現実の

活動機会の挙動について検討し，モデルの満たすべき条

件として設定する． 

［条件１］居住地からのアクセシビリティが大きい拠

点を有する地域の方が活動機会は大きい 

あるサービスを拠点で得る際，例えば拠点までの所要

時間が短い方が，あるいは開店時間が長い方がサービス

を得やすい．よりサービスを得やすい状況になればなる

ほど活動機会は大きくなると考えることが出来る． 

［条件２］拠点内のサービスが，上位の階層に均等に

属する程地域の活動機会は大きい 

例として，拠点で畜産食品と水産食品を得ることが出

来るとすると，畜産食品に属するサービスのみ得るより

水産食品に属するサービスも同時に得る方が，活動機会

は大きくなると考えられる．また，その値はより拠点内

のサービスが水産食品と畜産食品に均等に属する程大き

くなると言える． 

［条件３］拠点の増加により活動機会は減少しない 

例として，地域内に既存の拠点に加えて新たにサービ

スを利用可能な拠点が出来る場合を考える．新たな拠点

 

 

図-1 系統樹と階層について 

 

 

図-2 商品分類 

 

７ 食料品、飲料	
				及び製造た こ	 

１ 粗原料及び	
				エネルギー源	 

８ 生活・文化用品	

６ そ 他 機器	

72	農産加工食品	

71	水産食品	

70	畜産食品	

69	農産食品	

73	畜産加工食品	

704 ちみつ	

703 食用鳥卵	

702 乳	

701 生鮮肉類	

7016 家禽類	

7013 馬肉	

7012 豚肉	

7011 牛肉	

大分類	 中分類	 小分類	 細分類	 
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が基準地から近く，更に品揃えも豊富というような場合

は活動機会は大きくなると考えられる．一方で基準地か

ら遠く，品揃えも既存の拠点に劣るような場合，活動機

会はわずかに大きくなる，あるいは全く変わらないかも

しれないが既存拠点によって得ていた活動機会が減少す

ることはないと考えられる．実際に増えた拠点を利用す

るか，しないかではなく利用できるか，できないかが活

動機会の増大に影響するということである． 

［条件４］上位階層の構成が変化せず，サービス数が

増加する場合は活動機会が大きくなる 

例として， 拠点で畜産食品と水産食品を得ることが

出来るとすると拠点で得られるサービス数が増える際，

拠点が魚屋になる代わりに豊富な魚を取りそろえるとい

った場合はサービス数が増えても多様性が損なわれ，活

動機会が小さくなることが考えられるが，畜産食品も変

わらず取り扱う上で，新しい魚を店に並べるといった場

合は活動機会は大きくなると考えられる． 

［条件５］得られるサービスが増えることによる活動

機会の増加率は逓減する 

例として拠点で畜産食品と水産食品を得ることが出来

るとする．拠点で得られる魚の種類が5種類から6種類に

増加する場合と50種類から51種類に増加する場合は，後

者の方がサービスが増えることによる恩恵は小さいと考

えられる．既に十分なサービスが得ることが出来，活動

機会が確保されている場合，新たにサービスが増えても，

活動機会はあまり大きくならないと言える． 

 以上の条件１～５を満たすモデルを構築する． 

 

(4) 活動機会評価モデルの構築 

 本節では3章1節で述べたようにアクセシビリティを

多様性指標の中に組み込む．Williams et al24)は多様性評価

のための３つの基準（表-1）を提示している．この基準

は，２種類のサービス種類間の系統距離ωijの総和𝛥′を

取ることで満たすことができる． 

𝛥′ = ∑ ∑  𝜔𝑖𝑗

𝑛

𝑗=𝑖+1

𝑛−1

𝑖=1

 

 

(1) 

i, j   ：サービスの種類 

𝜔𝑖𝑗  ：サービスi,j間の系統距離 

  

 系統距離とは，種同士が同じ分類になる階層までの系 

統樹の枝の長さである．例えば図-3 の系統樹において

種 1 と種 3 の系統距離は，𝜔13 = 𝜔31 = (2𝑣1 + 2𝑣2 +

2𝑣3)/2となる． 

本研究では，系統樹上のサービス iの枝の長さνiにサ

ービス iが提供される拠点へのアクセシビリティ aiを反

映させ，以下のように定義する． 

 表-1 多様性評価のための3つの基準24） 

 

 

  

図-3 系統距離の求め方 

 

𝜔𝑖𝑗 = f(𝐻𝑖𝑗 , 𝑎𝑖 , 𝑎𝑗) = (𝑎𝑖 × ℎ𝑖𝑗 + 𝑎𝑗 × ℎ𝑖𝑗)/2 

 

(2) 

ℎ𝑖𝑗 ：サービス i, jが系統的に出会う階層の高さ 

𝑎𝑖 , 𝑎𝑗:サービス I,jまでのアクセシビリティ 

 

 サービスiへのアクセシビリティaiは，当該サービス

が提供される拠点k，距離や移動手段，ダイヤ等により

規定される当該拠点への時空間距離d，当該拠点におけ

るサービス提供時間帯τ，などにより次式， 

 

       ai  =Ai(ki, di, τi)                                                   (3) 

 

のように規定される4)，7)が，ここでは議論の見通しをよ

くするため，４章では簡略化した算定式を用いる． 

 また，3章3節 に示した[条件５]に留意し，次式のよう

にモデルを構築した． 

 

𝛥 = ln (∑ ∑  𝜔𝑖𝑗

𝑛

𝑗=𝑖+1

𝑛−1

𝑖=1

) 

 

(4) 

 

多様性指標の 

満たすべき条件 
説明 

(1) 分類群の多様性 

 

分類群の数の総和が多いほ

ど多様性が大きい 

(2) 高位の階層の分類群

の多様性 

 

より高位の階層の分類群の

数が多いほど 

多様性が大きい 

(3) 均等さ：分類の分散 

 

分類群の偏りが少ないほど

多様性が大きい 
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4. 数値分析・事例分析 

 

(1) 数値分析の概要 

３章で構築したモデルが，3 章 3 節で設定した具備す

べき条件を満たしているかどうかを数値分析により確認

する．具体的にはサービスを得ることが出来る拠点 A，

B を設定して，拠点で得られるサービス数を変化させた

Caseを 8通り用意し分析を行う．拠点で得られるサービ

スについては，簡単のため，食品分類(図-2)における，

中分類の階層以降の分類が等しく，小分類が異なる 2属

に属するサービスとする．なお，分析にあたって，拠点

Aまでのアクセシビリティを𝑎𝐴 = 1，拠点Bまでのアク

セシビリティを𝑎𝐵 = 0.5とした．  

 

(2) 数値分析の結果と考察 

表-2に各Caseの活動機会の分析結果を示す． Case1と

Case4 を比較すると拠点で得られるサービスは等しいが，

よりアクセシビリティの大きい拠点 Aを有する Case1の

活動機会が大きくなっている．Case2とCase5を比較して

も同様のことが成り立っていることから［条件１］を満

たしていると言える． 

Case2とCase6を比較すると，サービスの総数が等しくて

も，よりサービスが上位の階層に均等に属している

Case6の活動機会が大きくなっている．このため［条件

２］を満たしていると言える． 

Case1，Case5 と Case7 を比較すると，利用できる拠点

が 1つである Case1と Case5より，Case1と Case5と同じ

サービスを得ることが出来る拠点を有する Case7 の活動

機会が大きくなっている．Case5，Case6 と Case8 を比較

しても同様のことが成り立っていることから［条件３］

を満たしていると言える． 

Case1~Case3 を比較すると，階層構造が変化しない場

合，拠点で得られるサービス数が多くなればなるほど活

動機会が大きくなっている．Case4とCase5を比較しても

同様のことが成り立っているため，［条件４］を満たし

ていると言える． 

Case1~Case3 を比較すると，Case1 と Case2，Case2 と

Case3 においてそれぞれサービス数が 2 倍になっている

が，活動機会の増大割合は後者が小さくなっている．サ

ービスが増えるごとによる活動機会の増加割合は減少し

ている．これは［条件５］を満たしていると言える． 

よって数値分析で検討した範囲では，3 章 3 節で設定

した具備すべき条件を提案したモデルは満たしている． 

 

(3) 事例分析の概要 

 ３章で構築した活動機会評価モデルの挙動を確認す

ることを目的として，事例分析を行う． 

 

 

表-2 数値分析結果 

 拠点A 

（𝑎𝐴 = 1） 

拠点B 

（𝑎𝐵 = 0.5） 

活動機会 

指標値 

Case.1 （4, 1）  2.63 

Case.2 (8, 2)  4.11 

Case.3 (16, 4)  5.12 

Case.4  (4, 1) 1.94 

Case.5  (8, 2) 3.42 

Case.6 (5, 5)  4.25 

Case.7 (4, 1) (8, 2) 3.82 

Case.8 (5, 5) (8, 2) 4.66 

 

 拠点までのアクセシビリティを考慮した複数拠点が存

在する地域の活動機会を評価するため，拠点までのアク

セスのしやすさが異なる２拠点が存在する地域を想定す

る．サービスを利用できる拠点までのアクセスの手段と

して，徒歩や自転車，自家用車や公共交通等様々な手段

が考えられるが，本研究では代表的な手段として，徒歩

と鉄道を想定する．拠点までのアクセシビリティだけで

なく，サービスの多様性を考慮した活動機会を評価する

ことを目的としているため，鉄道については，待ち時間

を考慮しなくても良い程度のダイヤを有する鉄道を想定

する．なお，多様性指標にアクセシビリティを組み込む

本モデルの構築上，例えば，便数を考慮するといった場

合でも，構築したアクセシビリティ指標を本モデルに適

用することで活動機会を計測することは容易である． 

 拠点で得られるサービスについては，本研究で検討す

る「食品の買い物」の内， 日本標準商品分類でいう

「中分類69 農産食品」「中分類71 水産食品」に属する

商品の一部の小分類に該当するサービス，具体的には

「野菜」「果実」「魚類・貝類」を対象とする．実際に

は，その他にも様々な分類のサービスを拠点で得ること

が出来るが，検討する拠点において一部のサービス群に

ついて評価することで，そのサービス群を獲得すること

による，拠点で得られるサービスの多様性を評価してい

るといえる．そのため，一部のサービス群による分析で

も一般性は損なわれないと考えられる． 

数値分析の対象地区を奈良県K市N町の一部とし，こ

の地区内の一地点を基準地点とする．図-4に対象地域の

地図を示す．この地図は国土地理院の電子地形図に，分

析に用いる拠点や基準地点等の位置情報を追記して掲載

している．この地区は商店の立地密度が比較的低く，前

節で述べたサービスを得ることが出来る2箇所の拠点Y，
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Sが，徒歩圏内に存在する．拠点Yは鉄道駅からのアク

セスも良好であり，徒歩で拠点Yにアクセスする場合，

徒歩と鉄道で拠点Yにアクセスする場合，徒歩で拠点S

にアクセスする場合の3パターンについて拠点までのア

クセシビリティを求める．そして拠点ごとのサービスの

多様性指標に求めたアクセシビリティを組み込むことで

活動機会を計測する． 

 表-3に基準地から利用可能な拠点で得ることが出来

るサービスの内， 本研究で検討する「野菜」「果実」

「魚類・貝類」のサービス数を調査した結果を示す． 

  

(4)  アクセシビリティの算出 

 アクセシビリティの算出については喜多ら23)が構築し

たアクセシビリティ評価モデルを参考にする．モデルの

構築手法については喜多ら23)を参照されたい． 

 

𝐴𝑖 =
𝑒−𝛾𝜏

𝛾2
(−1 + 𝑒−𝛾(−𝐾) − 𝛾𝐾) 

 

(5) 

ここで, 

τ = δ𝑡𝐵 + 𝑡𝑖𝑙 + 𝐾 (6) 

 

𝑡𝑖𝑙 = 𝐸𝑙/𝑣𝑗 (7) 

 

tBは鉄道の乗車時間，Kは拠点滞在時間を表す．拠点滞

在時間，すなわち買い物に要する時間は既往の調査から

30分とする． 式(5)の e-γτは疲労 によるアクセシビリティ

の低下を表し，τは式(6)で与えられる． 𝑡𝑖𝑙は， 区間lにお

ける個人iの歩行速度であり，式(7)で表される． Elは区

間lの経路上の距離であり，viは個人iの歩行速度を表す．

歩行速度については代表的な速度として喜多ら23)の作成

した年齢階級別歩行速度を参考にした．γ は疲労による

アクセシビリティの低下を表すパラメータである．δ，ε

のパラメータの値は表-4に示すとおりである．パラメー

タの設定値の算出については，喜多ら23)を参照されたい．

なお，対象地域は勾配のない平坦な土地であり，また鉄

道を利用して拠点に行く場合，移動中は制約なく，公共

交通を利用できる状況を想定している．そのため喜多ら

の評価モデルで検討されている公共交通の利用可能性，

区間の勾配等については本分析に関しては検討しない． 

 

表-3 拠点で得られるサービス数 

サービス分類 拠点S 拠点Y 

野菜類 42 46 

果実類 15 17 

魚・貝類 14 17 

 

  

図-4 対象地域(国土地理院より引用) 

 

表-4 アクセシビリティ指標のパラメータ 

 

表-5 活動機会計測結果 

 拠点Y 

徒歩 

拠点S 

徒歩 

拠点Y 

鉄道 

活動機会 

指標値 

多様性 8.713 8.458 8.718  

アクセシ

ビリティ 

0.014 0.026 0.033  

Case1 〇   4.416 

Case2  〇  4.800 

Case3   〇 5.293 

Case4 〇 〇  5.040 

Case5  〇 〇 5.337 

 

(5) 事例分析の結果と考察 

調査した拠点別サービス数に基づくサービスの多様性 

と拠点までのアクセシビリティより，地域の活動機会を

求めた．表-5に各拠点のアクセシビリティと拠点で得ら

れるサービスの多様性と合わせて示す．現実の状況(拠

点SとYを利用でき，鉄道と徒歩によって拠点Yを利用で

きる状況)に加えて，利用可能な拠点の組み合わせに応

じてCase1~5を定めた．表の拠点Y徒歩，拠点S徒歩，拠

点Y鉄道はそれぞれの拠点と拠点へのアクセス手段を表

したものである．表の丸印はそれぞれのCaseにおいてど

の拠点が利用可能かを表している．例えばCase1は徒歩

で拠点Yを利用できる場合の活動機会を求めている．表-

5の活動機会計測結果を用いて，事例分析の考察を行う． 

 サービスの多様性は，拠点YがSより大きい．一方で

拠点までのアクセシビリティを考慮したCase1~3では活

動機会の大きさはSがYより大きくなり，活動機会の大

きさが逆転している．これは拠点間で，サービスの多様

性の大小を覆す程のアクセシビリティの違いがあること

パラメータ 設定値 

γ 1.814 

δ 2.010 

ε 2.300 
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を示している． 

 アクセシビリティのみの比較を行うと，拠点Y鉄道が

最も大きくなり，次いで拠点S徒歩，拠点Y徒歩の順と

なっている．一方，拠点でのサービスの多様性を考慮し

たCase1~3では活動機会の大きさはアクセシビリティの

みでの結果と同様に拠点Y鉄道，拠点S徒歩，拠点Y徒歩

の順となっている．これは，拠点間で活動機会の大小を

覆すほどの品揃えの違いはないということを示している． 

 次に利用可能な拠点が2つある場合と1つのみの場合に

ついて比較検討を行う．まず，Case4とCase1，Case2とを

検討する．Case4とCase1の活動機会を比較すると，Case4

が大きくなっている．これはサービス数が少なくても，

アクセシビリティが大きい拠点が地域にある方が，活動

機会が大きくなることを示している．また，Case4と

Case2を比較した際も，Case4の活動機会が大きくなって

いる．これは，アクセシビリティが小さくても，既存の

拠点で扱っていないサービスを扱う拠点が地域にある方

が活動機会が大きくなることを示している． 

 最後にCase5とCase2，Case3とを検討する． Case5と

Case2を比較すると，Case5の活動機会が大きくなってい

る．これはサービス数も多く，アクセシビリティも大き

いような拠点が地域にある方が，活動機会が大きくなる

ことを示している．Case5とCase3を比較すると，Case5の

活動機会が大きくなっているが殆ど変化が見られない．

これは既存の拠点とほぼ同じようなサービスを得られる

ような，アクセシビリティ小さい拠点が存在しても，活

動機会に変化は生じないことを示している．微増してい

るのは，わずかながら既存の拠点では扱っていないサー

ビスを得ることが出来るためであると考えられる．  

 

5． おわりに 

 

本研究では，地域における活動機会の大きさが，最寄

りの活動拠点へのアクセシビリティと当該活動拠点で提

供されるサービスの多様性により規定されていると考え，

この両者を考慮した活動機会の評価指標を構築した．そ

の際，先行研究が採用した“拠点単位でサービスの多様

性を評価し，その結果をアクセシビリティの大きさで重

み付けて地域における活動機会の大きさを評価する”と

いうアプローチではなく，“サービスの種類ごとにそれ

が提供される拠点への時空間的なアクセシビリティを，

サービス相互間の類似性を表現するサービス（商品）分

類上の｢系統距離｣に反映して多様性指標に組み込む”と

いうアプローチをとることにより，類似するサービスが

複数の拠点で提供されている場合など現実に即した状況

に柔軟に応じた評価を可能とした．これにより，近くの

「小さな拠点」と遠くの「中規模拠点」のどちらが買い

物に関する機会を大きくするのかといった検討を定量的

に行うことが可能となり，既往のアクセシビリティモデ

ルでは必ずしも十分ではなかった公共交通計画のアウト

カム評価を行う端緒が拓けたものと考えている． 

 しかし，｢1．はじめに｣で述べたように，本論文で構

築したモデルはいわば骨格を示した段階に過ぎず，各拠

点で提供されるサービスを詳細に列挙・把握しなければ

評価ができないなど，実用に供するためには計画担当者

が既存情報や簡単な調査による情報のみで評価しうる簡

便な方法へと改良する必要がある．また，アクセシビリ

ティ値の実用的な算定法についてもさらなる検討が必要

である．いずれも今後の課題としたい． 
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